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毎
年
４
月
１
日
付
け
で
、
国
民

健
康
保
険
被
保
険
者
証（
保
険
証
）

は
更
新
と
な
り
ま
す
の
で
、
新
し

い
保
険
証
を
３
月
末
日
ま
で
に
簡

易
書
留
郵
便
で
送
付
し
ま
す
。
お

手
元
に
届
き
ま
し
た
ら
、
保
険
証

の
記
載
内
容
に
間
違
い
が
な
い
か

ご
確
認
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
現
在

ご
使
用
中
の
保
険
証
に
つ
い
て
は
、

有
効
期
限
経
過
後
に
各
自
で
責
任

を
持
っ
て
処
分
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
保
険
証
の
取
扱
い

・
必
ず
手
元
に
保
管
し
ま
し
ょ
う
。

・
他
人
に
貸
し
た
り
、
借
り
る
こ

　

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

・
医
療
機
関
等
で
診
察
を
受
け
る

　

と
き
に
は
、
必
ず
窓
口
で
提
示

　

し
て
く
だ
さ
い
。

・
コ
ピ
ー
し
た
も
の
、
有
効
期
限

　

の
切
れ
た
も
の
は
使
え
ま
せ
ん
。

◎
保
険
証
の
有
効
期
限

　

村
か
ら
交
付
さ
れ
る
保
険
証
の

有
効
期
限
は
１
年
で
す
。

　

同
一
生
計
の
家
族
が
、
修
学
や

病
気
療
養
等
や
む
を
得
な
い
理
由

に
よ
り
家
族
と
離
れ
て
他
の
自
治

体
に
住
所
を
異
動
し
て
生
活
を
す

る
場
合
は
、
村
へ
届
出
を
す
れ
ば

使
用
中
の
保
険
証
と
は
別
の
「
遠

隔
地
保
険
証
」
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
現
在
遠
隔
地
保
険
証
が

交
付
さ
れ
て
い
る
方
も
、
保
険
証

の
有
効
期
限
切
れ
に
伴
い
、
更
新

の
手
続
き
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

◎
届
出
に
必
要
な
も
の

・
保
険
証
（
更
新
の
場
合
は
旧
遠

　

隔
地
保
険
証
）

・
認
印

・
住
民
票

・
病
気
療
養
等
、
施
設
に
入
所
す

　

る
場
合
は
入
所
証
明
書

・
修
学
の
場
合
は
在
学
証
明
書

＊
遠
隔
地
保
険
証
の
交
付
を
受
け

て
い
る
被
保
険
者
が
修
学
を
終

え
た
と
き
に
、
美
浦
村
に
住
所

を
戻
さ
な
い
場
合
は
、
村
の
国

保
の
加
入
資
格
を
失
い
ま
す
。

　

世
帯
主
は
、
該
当
者
に
つ
い
て

村
へ
資
格
喪
失
届
を
提
出
し
、

　

資
格
喪
失
者
の
遠
隔
地
保
険
証

を
返
却
し
て
く
だ
さ
い
。

　

い
ず
れ
の
場
合
も
、
世
帯
主
の

方
が
窓
口
に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

＊
委
任
が
可
能
な
場
合
も
あ
り
ま

　

す
。
窓
口
へ
お
問
い
合
わ
せ
く

　

だ
さ
い
。

◎
次
の
事
由
が
生
じ
た
と
き

・
転
入
、
出
生
、
職
場
の
健
康
保

　

険
か
ら
の
脱
退
等
に
よ
る
「
資

　

格
取
得
」

・
転
出
、
死
亡
、
職
場
の
健
康
保

　

険
へ
の
加
入
等
に
よ
る
「
資
格

　

喪
失
」

・
住
所
、
氏
名
等
の
変
更
に
よ
る

　

「
記
載
内
容
変
更
」

＊
届
出
に
必
要
な
書
類
等
に
つ
い

　

て
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

◎
保
険
証
の
紛
失
・
破
損

　

再
発
行
い
た
し
ま
す
の
で
、
身

分
証
明
書
（
運
転
免
許
証
等
）
と

認
印
を
ご
持
参
く
だ
さ
い
。

お問合せ
国保年金課国保係
☎８８５－０３４０（内）１１７

※
国
民
健
康
保
険
税
を
滞
納
し
て

　

い
る
場
合
は
、
有
効
期
限
の
短

　

い
保
険
証
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

　

有
効
期
限
が
切
れ
る
前
に
役
場

　

収
納
課
で
納
付
ま
た
は
納
税
相

　

談
を
行
い
、
有
効
期
限
の
延
長

　

を
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

国民健康保国民健康保険
国
民
健
康
保
険

  

被
保
険
者
証
の
更
新

家
族
と
離
れ
て
生
活
す
る

と
き
は
遠
隔
地
保
険
証
が

交
付
さ
れ
ま
す

村
へ
の
届
出
が

　
　
　
　

必
要
な
ケ
ー
ス

平成２７年度から

　「前納報奨金制度」を廃止します
平成２７年度から

　「前納報奨金制度」を廃止します
　村では、平成２７年度から個人村県民税（普通徴収）・固定資産税の第１期
の納期内に全期分を一括して納付した場合交付する「前納報奨金制度」を
廃止いたします。納税者の皆さまには、制度の廃止につきましてご理解く
ださるようお願いいたします。
　なお、これまでどおり全期分を一括して納入することもできますので、
今後とも納期内の納付にご協力をお願いいたします。

　村県民税と固定資産税の口座振替で全期前納を指定してい
る方に、「前納報奨金制度の廃止に伴う口座振替方法確認書」
をお送りし、年４回の期別納付に変更を希望する方にご回答
をお願いしています。
　ご回答がない場合や、いままでどおり全期前納による口座
振替での納付を希望される方は、全期前納による口座振替を
継続するものとして取扱わせていただきます。

※今後も全期前納による納付の継続を希望される方は、回答
　をいただかなくても結構です。

◎口座振替制度の普及や平成２３年度から
　のコンビニ納付の導入により、納税に
　対する利便性が向上し、税収の早期確
　保と納税意識の高揚等、所期の目的が
　達成されたこと。
◎個人村県民税については、給与や公的
　年金から税を差し引かれる「特別徴収」
　による納税者（全体の６５％）は対象とな
　らないため、不公平感があること。

口座振替で全期前納を指定している方へ

収 納

お問合せ
役場収納課管理徴収係
☎８８５－０３４０（内）１２９

制度廃止の主な理由

介護保険

総合相談支援

介護予防ケアマネジメント 包括的・継続的ケアマネジメント

高齢者の権利擁護
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